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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式がないため、

記載しておりません。 

４ 第185期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

  

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 

第185期 

第３四半期 

連結累計期間 

第186期 

第３四半期 

連結累計期間 

第185期 

会計期間 
自 平成22年４月１日

至 平成22年12月31日

自 平成23年４月１日 

至 平成23年12月31日 

自 平成22年４月１日

至 平成23年３月31日

売上高 （百万円） 172,851 165,543 227,378 

経常利益 （百万円） 17,041 13,034 20,193 

四半期(当期)純利益 （百万円） 11,352 8,012 14,350 

四半期包括利益又は包括利
益 

（百万円） 8,090 3,462 10,217 

純資産額 （百万円） 134,826 137,861 136,610 

総資産額 （百万円） 275,625 268,479 265,905 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

（円） 42.86 30.27 54.18 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

（円） － － － 

自己資本比率 （％） 45.5 47.9 47.9 

回次 

第185期 

第３四半期 

連結会計期間 

第186期 

第３四半期 

連結会計期間 

会計期間 
自 平成22年10月１日

至 平成22年12月31日

自 平成23年10月１日 

至 平成23年12月31日 

１株当たり四半期純利益 

金額 
（円） 15.69 16.93 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。 

(1) 業績の状況 

当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、上期に東日本大震災の影響によ

り国内外で顧客の生産活動が停滞した影響を受け、連結売上高は前第３四半期連結累計期間（以下

「前年同期」）と比較して73.1億円減少し、1,655億43百万円（前年同期比4.2％減）となりました。

連結営業利益は、世界的な原材料価格上昇に加え、上期における震災影響による国内外の売上高減少

に伴う売上総利益の減少により、前年同期と比較して30.1億円減少し、105億71百万円（前年同期比

22.1％減）となりました。連結経常利益は、前年同期と比較して40.1億円減少し、130億34百万円（前

年同期比23.5％減）となり、連結四半期純利益は、前年同期と比較して33.4億円減少し、80億12百万

円（前年同期比29.4％減)となりました。 

セグメントの状況は次のとおりであります。なお、海外の事業会社においては一部を除いて12月期

決算を採用しており、当第３四半期連結累計期間の対象期間は平成23年１月から９月となります。 

  
≪日本≫ 

当地域では震災の影響により第１四半期の経済活動は低迷しましたが、第２四半期以降は自動車

生産などにおいて回復の傾向が見られました。しかしながら、国内の塗料需要については、出荷数

量・金額とも前年同期を下回りました。 

このような状況のもと、自動車用塗料については自動車生産台数が第２四半期以降は回復傾向を

みせたものの、第３四半期累計では震災の影響を受け前年同期を下回ったことから、売上高は前年

同期と比較して30.6億円減少し、294億28百万円（前年同期比9.4％減）となりました。 

汎用塗料についても、震災の影響により原材料調達難による供給の遅れや塗装工事の一部に遅れ

が発生するとともに、第２四半期以降も市場が低調に推移する中、売上高は前年同期と比較し22.4

億円減少し、274億85百万円（前年同期比7.5％減）となりました。 

工業用塗料は、震災の復興需要により建設資材向け・建設機械向け塗料などの出荷が堅調に推移

したことから、売上高は前年同期と比較して7.7億円増加し、284億87百万円（前年同期比2.8％増）

となりました。 

利益面では、販売管理費などのコスト削減は行ったものの、売上高が減少した影響に加え原材料

価格が上昇したことにより、営業利益は前年同期を下回りました。 

これらにより、当地域セグメントの売上高は、前年同期と比較して45.4億円減少し、1,280億69百

万円（前年同期比3.4％減）、営業利益は、前年同期と比較して16.6億円減少し、97億２百万円（前

年同期比14.6％減）となりました。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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≪アジア≫ 

当地域では、金融引き締め策の影響などにより中国の実質GDP成長率や自動車販売台数の伸びに鈍

化傾向が見られたほか、その他のアジア各国の一部においても実質GDP成長率の伸びに鈍化傾向が見

られました。 

総額連結事業については、売上高は前年同期を下回りました。これは、第２四半期においては震

災の影響により日系自動車メーカーが減産を余儀なくされたものの、第３四半期は生産が回復した

ことなどから、当地域における自動車用塗料の売上高は前年同期並となった一方で、海運不況の影

響を受け船舶用塗料分野の売上高が前年同期を大幅に下回ったことなどによるものです。利益面で

も原材料価格上昇の影響を受けたことから、当地域セグメントの営業利益は前年同期を大幅に下回

りました。 

持分法適用関連会社事業については、中国における売上高は前年同期を上回っているものの、第

３四半期において中国政府による不動産価格抑制政策の影響を受け、建物向け内装用塗料の売上高

の伸びが大幅に鈍化するなどの減速傾向が見られました。その他のアジアにおける売上高は前年同

期を上回りました。利益面では、原材料価格上昇の影響を受けたほか、前年度の第１四半期には税

効果会計等の一時的要因による利益を計上していたこともあり、持分法投資利益は前年同期を下回

りました。 

これらにより、当地域セグメントの売上高は、前年同期と比較して11.6億円減少し、248億12百万

円（前年同期比4.5％減）、営業利益は、前年同期と比較して12.8億円減少し、12億78百万円（前年

同期比50.0％減）、持分法投資利益は、前年同期と比較して17.2億円減少し、35億円（前年同期比

33.0％減）となりました。 

  
≪北米≫ 

当地域における自動車生産台数は前年同期を上回ったものの、当社の主要顧客である日系自動車

メーカーは震災の影響を受け、第２四半期は減産を余儀なくされました。このような状況のもと、

自動車用塗料の売上高は前年同期を下回りました。損益面では原材料価格上昇の影響を受け、営業

損失は前年同期を上回りました。 

これらにより、当地域セグメントの売上高は、前年同期と比較して14.6億円減少し、108億13百万

円（前年同期比11.9％減）、営業損失は、前年同期と比較して1.5億円増加し、３億66百万円（前年

同期は２億12百万円の営業損失）となりました。 

  
≪その他≫ 

当地域セグメントの売上高は前年同期と比較して1.4億円減少し、18億47百万円（前年同期比

7.1％減）、営業損失は、前年同期と比較して0.6億円減少し、29百万円（前年同期は88百万円の営

業損失）となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末と比較して25.7億円増加して2,684億79百

万円となりました。そのうち、流動資産につきましては前連結会計年度末と比較して112.1億円増加し

ておりますが、その主な要因は、売上の回復に加え当第３四半期末が休日であったことにより売上債

権が増加したことによるものです。 

固定資産につきましては、前連結会計年度末と比較して86.3億円減少しておりますが、その主な要

因は、設備投資の抑制による有形及び無形固定資産の減少に加え、保有株式の下落により投資有価証

券が減少したことなどによるものです。 

負債につきましては、前連結会計年度末と比較して13.2億円増加し、1,306億17百万円となりました

が、その主な要因は、借入金を返済した一方で、当第３四半期末が休日であったことにより仕入債務

が増加したことなどによるものです。 

 少数株主持分を含めた純資産につきましては、前連結会計年度末と比較して12.5億円増加し、1,378

億61百万円となりました。その主な要因は、為替換算調整勘定やその他有価証券評価差額金の減少は
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あったものの、利益剰余金が59.0億円増加したことによるものです。 

以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度の47.9％のまま変動はありませんでした。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じ

た課題はありません。 
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（会社の支配に関する基本方針等） 

① 基本方針の内容 

当社は1881年の創業以来、「共存共栄を基本理念とし、社業を通じて社会公共の福祉に貢献す

る」という経営理念のもと、「価値ある塗膜を提供するスペシャリティケミカルカンパニーとして

グローバルに成長発展する」「環境保全と資源・エネルギー低減に貢献するエコカンパニーとして

信頼される企業となる」という経営ビジョンを共通の価値観としております。この基本的な考えの

もと、すべてのステークホルダーとの信頼関係を構築し、社会に貢献していくことが当社の社会的

責任であると認識し、これらを踏まえた継続的かつ発展的な企業活動を行うことが、当社の企業価

値向上および株主共同の利益の確保に資すると考えております。 

当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方につきましては、当社グループを取り

巻く経営環境を正しく認識し、企業活動の基本である社会的責任を最優先としたCSR経営、環境保全

と資源・エネルギー低減に貢献する環境経営を行っている当社の経営方針を十分に理解する者でな

ければならないと考えておりますが、当社が上場会社である以上、最終的には株主の皆様ご自身が

判断されるものと考えております。しかしながら、当社株式に対する大規模買付行為が行われた場

合において、当該買付行為が株主の皆様に十分な情報提供を行わないものであるとき、あるいは十

分な検討期間もないまま行われるものであるとき、また、買付後の経営が当社の企業価値または株

主共同の利益を著しく毀損するものであるときには、当社取締役会はそのような買付行為を防止す

る方策を取るべきであると考えております。 

  
② 基本方針の実現に資する取組み 

前記基本方針のもと、当社グループは、「塗料業界において世界レベルの企業規模を確保し、世

界レベルの技術力を保有している企業」となることをめざしております。 

自動車塗料事業・汎用塗料事業をコア・ビジネスに位置づけ確固たる地位を築き、環境配慮型技

術の開発により優位性のある商品で売上および収益の拡大をはかり、非塗料ビジネスについては対

象領域を絞り込み、事業を継続してまいります。 

また、50年近きにわたりアジア地域で築いてきた合弁事業では、パートナーとの信頼に基づく友

好的かつ強固な関係に基づき、地域に密着した生産・販売活動を通じて汎用塗料市場における当社

のブランドがトップブランドとして浸透しています。 

自動車塗料事業では日系企業を中心にアジア地域はもとより北米、欧州での展開を行い、顧客の

ニーズを満たした塗膜や顧客の経済性に貢献できる商品を開発し、顧客から高い信頼を得ていま

す。 

当社グループが、企業価値を高めていくには、高品質の商品を安定的に提供することによる顧客

との信頼関係および地域社会に貢献する安全や美化等の諸活動を継続的に行うことによる地域との

協力関係を重視した経営と事業活動を行わなければなりません。そしてこのような信頼・協力関係

は、当社グループにおける継続的な技術革新、たゆみない安全・環境への取組みがあってはじめて

確立されるものであると考えております。 

  
③ 基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組み 

当社は、当社株式に対する大規模買付行為が行われた場合において、株主の皆様に十分な情報提

供が行われることを確保するとともに、企業価値および株主共同の利益を毀損する買付行為を防止

するため、平成19年6月28日開催の第182回定時株主総会において株主の皆様にご承認いただき、特

定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株式の買付行為、または結果

として特定株主グループの議決権割合が20％以上となるような当社株式の買付行為に関する対応方

針として、「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針」（以下「本対応方針」といいます。）

を導入いたしました。また、平成22年６月29日開催の第185回定時株主総会において株主の皆様のご

承認をいただき、これを継続しております。 

 本対応方針は、大規模買付者が当社取締役会のあらかじめ定める手続に従わない場合、または当

該大規模買付行為が当社の企業価値あるいは株主共同の利益に回復しがたい損害をもたらすもので
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あると判断される場合には、当社取締役会の決議により、当該大規模買付者等は行使することがで

きないという行使条件を付した新株予約権の株主割当を実施し、当該大規模買付行為による損害を

防止いたします。なお、かかる判断にあたっては、当社取締役会から独立した第三者機関である独

立委員会の勧告を最大限尊重します。 

  
④ 前記③の取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由 

本対応方針は、大規模買付者が基本方針に沿う者であるか否かを株主の皆様および当社取締役会

が判断するにあたり、十分な情報提供と判断を行うに相当な期間を確保するために定めるものであ

り、特定の株主または投資家を優遇しあるいは拒絶するものではありません。また、対抗措置とし

て新株予約権を発行するのは、当該大規模買付行為が当社の企業価値あるいは株主共同の利益に回

復しがたい損害をもたらすものであると判断される場合など、厳重な客観的要件を充足する場合に

限定されるとともに、その発行の是非の判断にあたっても、独立委員会の中立公正な判断を重視す

ることとしており、当社取締役会の恣意的判断を排除しております。対抗措置として発行する新株

予約権ならびにその行使条件についても、あらかじめその内容について開示を行うなど、企業価値

向上および株主共同の利益確保に必要かつ相当な範囲内の対抗措置であると考えます。 

したがって、当社取締役会は、前記③の取組みは基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を

損なうものでないとともに、役員の地位の維持を目的とするものでないと判断いたしております。 

  

(4) 研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は49億20百万円であります。 

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  
(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

種類 

第３四半期会計期間末

現在発行数(株) 

(平成23年12月31日) 

提出日現在 

発行数(株) 

(平成24年２月10日) 

上場金融商品取引所 

名又は登録認可金融 

商品取引業協会名 

内容 

普通株式 265,402,443 265,402,443 

大阪証券取引所
市場第一部 
東京証券取引所 
市場第一部 
名古屋証券取引所 
市場第一部 

単元株式数は1,000
株であります。 

計 265,402,443 265,402,443 － － 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)
平成23年10月１日～
平成23年12月31日 ― 265,402 ― 27,712 ― 27,185 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができませんので、直前の基準日である平成23年９月30日の株主名簿により記載しておりま

す。 

  

① 【発行済株式】 

平成23年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個)

含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成23年９月30日現在 

 
  

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
－ － 

普通株式 678,000 

(相互保有株式) 
－ － 

普通株式 106,000 

完全議決権株式(その他) 普通株式 263,726,000 263,726 － 

単元未満株式 普通株式 892,443 － １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数  265,402,443 － － 

総株主の議決権 － 263,726 － 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数

割合(％) 

(自己保有株式)   

日本ペイント株式会社 
大阪市北区大淀北２丁目１
―２ 678,000 － 678,000 0.26 

（相互保有株式）   
株式会社タイヨーマリ
ビス 

東京都中央区日本橋茅場町
３丁目９―10 106,000 － 106,000 0.04 

計 － 784,000 － 784,000 0.30 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月

１日から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けており

ます。 

  

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 28,346 27,531

受取手形及び売掛金 72,591 ※２  84,008

たな卸資産 26,108 26,077

繰延税金資産 3,102 3,124

その他 3,974 4,441

貸倒引当金 △700 △553

流動資産合計 133,422 144,629

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 29,052 27,685

その他（純額） 34,870 32,758

有形固定資産合計 63,923 60,444

無形固定資産   

のれん 12,180 11,444

その他 4,716 3,998

無形固定資産合計 16,897 15,442

投資その他の資産   

投資有価証券 45,048 41,068

繰延税金資産 3,282 4,338

その他 3,917 3,007

投資損失引当金 △35 △35

貸倒引当金 △551 △416

投資その他の資産合計 51,662 47,963

固定資産合計 132,482 123,850

資産合計 265,905 268,479
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 51,898 ※２  61,171

短期借入金 31,125 31,463

リース債務 249 261

未払法人税等 2,137 2,514

繰延税金負債 4 4

災害損失引当金 1,300 180

その他 12,457 11,168

流動負債合計 99,174 106,764

固定負債   

長期借入金 14,488 7,281

リース債務 502 628

繰延税金負債 1,543 1,439

退職給付引当金 8,434 9,710

役員退職慰労引当金 239 251

環境対策引当金 321 319

関係会社事業損失引当金 7 7

製品保証引当金 597 487

その他 3,985 3,725

固定負債合計 30,120 23,853

負債合計 129,295 130,617

純資産の部   

株主資本   

資本金 27,712 27,712

資本剰余金 27,187 27,187

利益剰余金 85,017 90,914

自己株式 △314 △324

株主資本合計 139,603 145,490

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3 △2,011

繰延ヘッジ損益 △5 △5

為替換算調整勘定 △12,153 △14,780

その他の包括利益累計額合計 △12,155 △16,797

少数株主持分 9,162 9,168

純資産合計 136,610 137,861

負債純資産合計 265,905 268,479
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 172,851 165,543

売上原価 114,972 112,082

売上総利益 57,878 53,461

販売費及び一般管理費 44,300 42,889

営業利益 13,578 10,571

営業外収益   

受取利息 28 31

受取配当金 362 316

貸倒引当金戻入額 － 43

持分法による投資利益 5,222 3,498

その他 586 540

営業外収益合計 6,199 4,430

営業外費用   

支払利息 522 412

為替差損 1,249 712

その他 964 841

営業外費用合計 2,736 1,967

経常利益 17,041 13,034

特別利益   

固定資産売却益 17 13

投資有価証券売却益 7 1

災害損失引当金戻入額 － 135

貸倒引当金戻入額 19 －

関係会社事業損失引当金戻入額 24 －

その他 10 5

特別利益合計 78 155

特別損失   

固定資産除売却損 273 83

減損損失 119 0

投資有価証券評価損 16 437

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 78 －

その他 75 12

特別損失合計 563 533

税金等調整前四半期純利益 16,555 12,655

法人税等 4,205 4,084

少数株主損益調整前四半期純利益 12,350 8,571

少数株主利益 998 558

四半期純利益 11,352 8,012
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 12,350 8,571

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △962 △2,009

繰延ヘッジ損益 5 △0

為替換算調整勘定 △1,656 △1,663

持分法適用会社に対する持分相当額 △1,646 △1,436

その他の包括利益合計 △4,259 △5,108

四半期包括利益 8,090 3,462

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 7,307 3,371

少数株主に係る四半期包括利益 783 91
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

 
当第３四半期連結累計期間 

(自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日) 

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日) 

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

(平成23年３月31日) 

前連結会計年度

(平成23年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

 １ 保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に

対して、次の通り保証を行っております。 

 

サンリード東北㈱ 270百万円 

㈱やすもと 150百万円 

エーエス㈱ 224百万円 

㈱高橋塗料店 19百万円 

弘中商事㈱ 57百万円 

計 721百万円 

 

 １ 保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に

対して、次の通り保証を行っております。 

 

サンリード東北㈱ 132百万円 

㈱やすもと 87百万円 

エーエス㈱ 206百万円 

㈱高橋塗料店 16百万円 

弘中商事㈱ 50百万円 

計 494百万円 

 

― 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。 

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれて

おります。 

 

 

受取手形 4,027百万円 

売掛金(満期日現金決済分) 1,444百万円 

支払手形 1,781百万円 

買掛金(満期日現金決済分) 4,675百万円 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第

３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの

償却額は、次のとおりであります。 

  

 
  

(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日） 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

当第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日） 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
 至  平成23年12月31日)

減価償却費 6,395百万円 減価償却費 5,658百万円

のれんの償却額 595百万円 のれんの償却額 585百万円

負ののれんの償却額 3百万円 負ののれんの償却額 3百万円

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 1,059 4.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

平成22年11月９日 
取締役会 

普通株式 1,059 4.00 平成22年９月30日 平成22年11月30日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 1,058 4.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

平成23年11月８日 
取締役会 

普通株式 1,058 4.00 平成23年９月30日 平成23年11月29日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第３半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

 
(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州等の現地法人の事業活動を含ん

でおります。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項） 

  

 
  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 （固定資産に係る重要な減損損失） 

「日本」セグメントにおいて老朽化により遊休状態になった事業用の固定資産について、帳簿価格を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。また、「北米」セグメン

トにおいて遊休状態になった事業用の固定資産について、帳簿価格を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上いたしました。 

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては、「日本」セグメントで83百万

円、「北米」セグメントで36百万円であります。 

 

報告セグメント その他
(注)

(百万円)

合計
(百万円)日本

(百万円)
アジア
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

売上高   

 外部顧客への売上高 132,612 25,975 12,273 170,861 1,990 172,851 

 セグメント間の内部売上高
又は振替高 8,427 2,068 216 10,712 348 11,061 

計 141,039 28,044 12,490 181,574 2,338 183,913 

セグメント利益又は損失(△) 11,365 2,557 △212 13,710 △88 13,621 

持分法投資利益 2 5,219 － 5,222 － 5,222 

利益 金額(百万円)

 報告セグメント計 13,710 

 「その他」の区分の利益 △88

 セグメント間取引消去その他の調整額 △42

四半期連結損益計算書の営業利益 13,578 
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４．製品及びサービスに関する情報 

  

 
(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

 
(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州等の現地法人の事業活動を含ん

でおります。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項） 

  

 
  

外部顧客への売上高 金額(百万円) 前年同期比(％) 

塗料 162,757 － 

 自動車用 57,445 － 

 汎用 32,420 － 

 工業用 30,833 － 

 その他塗料 42,058 － 

ファインケミカル 10,094 － 

合計 172,851 － 

 

報告セグメント その他
(注)

(百万円)

合計
(百万円)日本

(百万円)
アジア
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

売上高   

 外部顧客への売上高 128,069 24,812 10,813 163,695 1,847 165,543 

 セグメント間の内部売上高
又は振替高 7,660 1,969 133 9,763 427 10,190 

計 135,730 26,782 10,946 173,459 2,275 175,734 

セグメント利益又は損失(△) 9,702 1,278 △366 10,614 △29 10,585 

持分法投資利益又は損失(△) △0 3,499 － 3,498 － 3,498 

利益 金額(百万円)

 報告セグメント計 10,614 

 「その他」の区分の利益 △29

 セグメント間取引消去その他の調整額 △13

四半期連結損益計算書の営業利益 10,571 

― 18 ―



  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

４．製品及びサービスに関する情報 

  

 
(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(１株当たり情報) 

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算

定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載してお

りません。 

  

  

外部顧客への売上高 金額(百万円) 前年同期比(％) 

塗料 155,435 △4.5 

 自動車用 52,817 △8.1 

 汎用 30,231 △6.8 

 工業用 31,741 2.9 

 その他塗料 40,645 △3.4 

ファインケミカル 10,108 0.1 

合計 165,543 △4.2 

項目 

前第３四半期連結累計期間 

(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年12月31日) 

１株当たり四半期純利益金額（円） 42.86 30.27 

 （算定上の基礎） 

四半期純利益金額（百万円） 11,352 8,012 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 11,352 8,012 

普通株式の期中平均株式数（千株） 264,879 264,727 
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第186期(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)中間配当については、平成23年11月８日開催の

取締役会において、平成23年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を

行うことを決議いたしました。 

  

 

２ 【その他】

① 配当金の総額 1,058百万円

② １株当たりの金額 ４円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成23年11月29日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成24年２月６日

日本ペイント株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

本ペイント株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期
間（平成23年10月１日から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平
成23年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ペイント株式会社及び連結子会社の平
成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士   津    田    多    聞     印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士   前    川    英    樹     印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士   松    浦         大     印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年２月10日 

【会社名】 日本ペイント株式会社 

【英訳名】 NIPPON PAINT CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  酒 井 健 二 

【最高財務責任者の役職氏名】 代表取締役専務執行役員  馬 場 良 一 

【本店の所在の場所】 大阪市北区大淀北２丁目１番２号 

【縦覧に供する場所】 日本ペイント株式会社東京事業所 

  (東京都品川区南品川４丁目１番15号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜１丁目８番16号) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社名古屋証券取引所 

  (名古屋市中区栄３丁目８番20号) 



当社代表取締役社長酒井健二及び当社最高財務責任者馬場良一は、当社の第186期第３四半期(自 平成

23年10月１日 至 平成23年12月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記

載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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